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貸  借  対  照  表 

（単位：円） 

 新福舟株式会社               2025 年 3 月 31 日現在 

 

資    産    の    部 負    債    の    部 

科       目 金     額 科       目 金     額 

【流 動 資 産】 【 151,667,559】 【流 動 負 債】 【 37,631,625】 

  現 金 及 び 預 金 63,464,880     買 掛 金 2,766,174   

  売 掛 金 88,110,000     未 払 金 8,508,481   

  前 払 費 用 72,300     未 払 消 費 税 4,557,000   

  未 収 入 金 16,759     預 り 金 437,770   

   仮 払 金   3,620     未 払 法 人 税 等 7,090,200   

【固 定 資 産】 【  10,390,970】   賞 与 引 当 金 14,272,000   

 （有 形 固 定 資 産） （2,936,362） 【固 定 負 債】 【 26,399,090】 

  建 物 45,739     リ ー ス 債 務 1,632,090   

  建 物 附 属 設 備 149,074     退職給付引当金 20,907,000   

  構 築 物 715,009     役員退職慰労引当金 3,860,000   

  車 両 運 搬 具 122,338   負 債 の 部 計 64,030,715   

  工 具 器 具 備 品 3   純 資 産 の 部 

  リ ー ス 資 産 1,472,280    【株 主 資 本】 【 98,027,814】 

  土 地 431,919      ［資 本 金］ ［10,000,000］ 

（無 形 固 定 資 産） （317,000）  ［利 益 剰 余 金］ ［88,027,814］ 

   電 話 加 入 権 317,000      利 益 準 備 金 2,500,000   

（投資その他の資産） （7,137,608） （その他利益剰余金） （85,527,814） 

  出 資 金 500     別 途 積 立 金 10,000,000   

  権 利 金 302,000     繰越利益剰余金 75,527,814   

  繰 延 税 金 資 産 6,835,108   （うち当期純利益） （18,007,560） 

     純 資 産 の 部 計 98,027,814   

 資 産 の 部 計 162,058,529      負債･純資産の部計 162,058,529   
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個  別  注  記  表 

 

【重要な会計方針に係る事項】 

１．固定資産の減価償却方法 

 (１) 有形固定資産 

      定率法 

        なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の 

      基準によっております。 

        ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物及び 2016年 4月 1日以降に取

得した建物附属設備並びに構築物については定額法。 

（２）リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

        なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められているもの以外のフ

ァイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13号「リ

ース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

２．引当金の計上基準 

(１) 賞与引当金 

       従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の 

     負担額を計上しております。 

(２) 退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく自己都合による当期末 

     要支給額を計上している。 

(３) 役員退職慰労引当金 

       役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末 

     退職慰労金要支給額を計上しております。 

    ３．消費税等の会計処理 

        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

    

【貸借対照表に関する注記】 

    １．有形固定資産の減価償却累計額 

            建 物                275,298円 

            建物附属設備              3,873,137円 

            構 築 物              5,251,126円 

            車 輌 運 搬 具              2,587,627円 

            工具器具備品                217,060円   

  リ ー ス 資 産             10,241,640円   

                  計                   22,445,888円 

    ２．有形固定資産の取得価額から収用等補償金による圧縮記帳額 101,767,501円（建

物 26,423,117円、建物附属設備 24,873,614円、構築物 14,340,105円、工具器具

備品 581,371円、土地 35,549,294円）が控除されております。 
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    ３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務                

               短期金銭債務          1,848,066円 

 

【損益計算書に関する注記】 

    １．関係会社との取引高 

           作業原価                14,669,699円 

            その他の営業取引高       1,007,221円 

 

【税効果会計に関する注記】 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

          賞与引当金損金不算入額                     5,566,080円 

          未払金(法定福利費)損金不算入額               716,047円 

未払事業税                                   552,981円 

退職給付引当金損金算入限度超過額           8,153,730円 

役員退職慰労金損金不算入額                 1,505,400円 

            繰延税金資産小計                        16,494,238円 

            評価性引当額 

              退職給付引当金損金算入限度超過額    △ 8,153,730円 

              役員退職慰労金損金不算入額          △ 1,505,400円  

            繰延税金資産合計                         6,835,108円 

    ２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳 

             法定実効税率                               ３９．０ ％ 

              (調整) 

             交際費の損金不算入                           ０．１ 

             住民税均等割額                               ０．３ 

             評価性引当額                                 ４．１ 

             税額控除                               △    ２．０ 

             誤差修正                               △   ６．５  

             税効果会計適用後の法人税等の負担率         ３５．０  

 

 

【一株当たり情報に関する注記】 

      一株当たりの純資産額              ４，９０１円３９銭 

      一株当たりの当期純利益                ９００円３７銭 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

      該当事項はありません。 

   

【当期純損益金額】 

   当期純利益     １８，００７，５６０円 

 




